· 計画の策定背景と位置づけ等
<策定背景>
・ 大阪府では、組織力を強化し、府民サービスの充実と府民満足度の最大化を
図るため、組織戦略に基づき、職員のキャリア全体を踏まえた、公民いずれ
でも活躍できる職員の育成をめざしています。また、労働力人口の減少に伴
い人材の獲得競争が激しくなる中で、人材育成や働き方、キャリア形成等を
通じた「魅力ある職場づくり」を進めることは、より優秀な人材の確保にも
資するものです。
· 職員が自律性を備えた人材としてその能力を高めつつ、府民全体の奉仕者として全力を尽くすことにより、府政の適確な運営と府政に対する信頼の向上に資するため、大阪府職員基本条例において、採用から退職に至る公務員制度の基本的事項を定めています。
· 条例第11条、12条では、職員研修の実施にあたっての基本的な事項として、キャリア形成の支援について、次のように規定しています。

　　　✔職員の自発的なキャリア形成（職務を通じた資質及び能力の向上）を促進するため、任用との連携を考慮しながら研修を行うとともに、職員の自己啓発への支援を行う
ものとする

　　　 ✔研修の実施に当たっては、業務を通じて行う職場研修（OJT）及び職場外での研修（Off-JT）を適切に連携させるものとする

　　　 ✔職員も主体的に自らのキャリア形成のため自己啓発に努めるものとする
· これらの規定に基づき、大阪府では、条例がめざす政策の立案に関する優れた能力を有し、自律性を備えた職員の育成、意欲と誇りにあふれる職員が府民のために全力を尽くすことができる組織の実現のため、職員の自発的なキャリア形成を促進する研修を実施しています。
· また、令和６年３月に策定した「組織・人事給与制度の今後の方向性（案）」において、以下の「基本理念」を踏まえ、「めざす組織像」及び「めざす職員像」を設定しました。職員を本府にとって最大の資本ととらえ、職員一人ひとりを大切にし、仕事を通じた個人の成長と自己実現を支援することで、組織の価値向上と総合力を高められるよう、さらに取組を進めていきます。
～基本理念～
　若手からベテランまで、全ての職員が能力を最大限に発揮し、活躍できる大阪府庁へ
　組織として最高のパフォーマンスを発揮できる大阪府庁へ
<位置づけと実施体制>

· この計画は、上記条例及び組織戦略等を踏まえつつ、大阪府職員研修規程に基づき、当該年度に実施すべき具体的な研修の概要を定めるものです。
· 大阪府の職員研修は、大阪版市場化テストを経て、現在、人事課が行うセンター研修の実施等そのほとんどの業務を包括的に民間事業者に委託することにより行われています。民間事業者の提案やコンテンツ等を適宜活用しつつ、職員の能力を最大限に引き出す研修を効率的・効果的に実施していきます。
<めざす組織像>

Ⅰ．オープンでチャレンジングな組織
　　これまでの良き伝統である、年齢や性別、職階、学歴等にとらわれず自由闊達に意見を言い合える風土を継承・発展させ、職員がやりがいや充実感を持って、新たなことにも失敗をおそれず挑戦できる組織
Ⅱ．連携・協働し、より良い大阪を実現する組織
　　大阪･関西万博、国際金融都市やカーボンニュートラル実現に向けた取組み等、自治体や企業等の多様な主体と連携・協働し、「オール大阪」で更なる大阪の成長に貢献できる組織
Ⅲ．柔軟かつ機動的な組織
　　副首都化をはじめとする大阪特有の課題に対し、共同設置組織やPTの活用等、従来の組織の枠組みにとらわれることなく、柔軟に対応するとともに、ライン職における責任の明確化や意思決定の迅速化等により機動的に対応できる組織
（組織・人事給与制度の今後の方向性(案)より抜粋）
<めざす職員像>

・　自律性を備えた人材としてその能力を高めつつ、府民全体の奉仕者として
全力を挙げてその職務を遂行し、もって府政の適確な運営と府政に対する
府民の信頼の向上に資することができる職員
　　　（大阪府職員基本条例より抜粋）
Ⅰ. 自ら積極的に考え、行動する職員
固定観念にとらわれず、多様化する府政課題を「自分事」としてとらえ、何事もあきらめず粘り強く行動できる職員

「おもろいやん！」と何でもやってみる職員
Ⅱ．多様な価値観やチームワークを尊重する職員
互いの意見や価値観を尊重し、積極的にコミュニケーションをとり、相互に
助け合い、高め合い、チームとして成果を生み出す職員

「ええやん！一緒にやろや！」と言える職員
Ⅲ．高い専門性を有し、未来を担う人材を育成する職員
行政のスペシャリストとして、自身の業務に誇りと責任を持ち、積極的に知
識習得や自己研鑽等を行うとともに、成長しようとするメンバーを支援する
育成マインドを持った職員

「さすがやな！」と言われ、「応援するで！」と言える職員

（組織・人事給与制度の今後の方向性(案)より抜粋）
<育成の視点>
・今後更に、府民ニーズが増大することが見込まれる中、スピード感を持って
的確に対応するためには、本府を取り巻く状況の変化も踏まえつつ、若手か
らベテランまで全ての職員が働きがいを感じながら日々スキルアップに努
め、それぞれの立場で持てる能力を最大限に発揮することで、組織全体の生
産性を向上させ、パフォーマンスを最大化していくことが必要です。　
・そのため、職員一人ひとりが公務員精神の涵養を図りながら、行政のプロフ
ェッショナルを目指して、現在及び将来の職務を遂行する上で必要な知識、
技能等の習得、向上に努めることができるよう、研修の企画・実施にあたっ
ては、次の各項目を能力開発の基本的課題として取り組みます。
○ 府民から信頼される職員の養成
○ 人権尊重意識の高揚
○ 改革意識の高揚
○ 経営感覚の養成
○ ＣＳ（顧客満足）マインドの養成
○ 政策形成能力の向上と実践的な対応力の養成
○ 情報化対応能力の養成

○ 危機管理意識・危機対応能力の向上
○ 専門的知識・能力の養成
<令和７年度 人事課が実施する研修における主なポイント>

· 研修の実施にあたって、職務としてのＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴに加え、職務外の自己啓発として職員自らの学びも促進していきます。
· 研修手法について、受講の利便性等の観点に加え、大阪・関西万博の開催に伴う交通円滑化への取組として、eラーニング（動画視聴）とオンライン研修（ライブ講義）を活用して研修を実施します。
· DXや成長分野など、時勢に応じて求められる高度または専門的な知識が習得できるよう、オンライン学習コンテンツの活用等により学習機会を提供します。
· 研修内容をより効果的なものとするため、受講前からの研修目的の意識づけや受講後の効果測定などを通じて、研修受講のモチベーション向上や知識・スキルの定着を図ります。
· 「人材育成」や「能力開発」の必要性について、様々な機会を活用して意識改革に取り組みます。
令和７年度 職員研修の構成と研修区分ごとの取組

· 府の職員研修は、(1)人事課が実施する「センター研修」、(2)部局等で所属職員や必要に応じて全職員又は他部局職員に対して実施する「部局等研修」及び各職場で実施する「職場研修」、(3)職員が個人学習等を行う「自主研修」で構成されています。各研修区分においては(1)～(3)の取組を進めていきます。
(1) センター研修

センター研修とは、職員に対し、職務遂行上必要となる能力のうち、全庁的に共通する基本的能力等を養成することを目的として、人事課長が実施する研修をいい、各階層に応じて求められる基本的な知識や能力の習得、役割認識のために実施する「階層別研修」と、キャリア全体を見据えた職員の育成と業務に必要となる個別のスキル向上を含めた「キャリア形成支援研修」からなるものです。人事課長はセンター研修の計画的実施・充実に努めなければならず、部局長・所属長は実施への協力、職員の研修参加への配慮が義務付けられています。

令和７年度においては、令和６年度から新たに実施したＤＸ人材の育成を目的とした「オンデマンド型DX研修」や職員の法務能力向上を図る研修等を引き続き実施するほか、ダイバーシティ(女性活躍)を推進する研修や障がいを理由とする差別解消の推進を図るための研修も実施します。また、あらゆる機会を捉え、職員1人ひとりの自発的なキャリア形成を多面的にサポートする研修を実施します。
(2) 部局等研修・職場研修

部局等研修とは、部局長が、所属職員若しくは必要に応じて全職員又は他部局職員に対し、職務の遂行上必要となる能力を向上させることを目的として実施する研修をいい、部局長は、部局に「人材養成推進者」を設置し、部局等研修の計画的実施・充実に努めなければならず、人事課長は必要な支援を行います。
職場研修とは、日常の職務を通じて計画的に職務遂行能力を向上させることを目的として実施する研修をいい、その対象・規模に応じて個別指導研修から所属研修等の種別があります。職場研修の推進のため、所属長は、所属に「職場研修推進者」「職場研修担当者」等を設置し、職場研修の計画的実施・充実に努めなければならず、人事課長は部局長とともに必要な支援を行います。
また、各種研修情報の提供や相談窓口、ニーズに合った教材の貸出等を通じ、部局等研修・職場研修における実務経験を通じた能力開発（OJT）を支援します。新規採用職員の指導育成の充実を図るために平成24年度から導入されている「ジョブトレーナー制度」の運用をさらに充実させ、新規採用職員の円滑なキャリアスタートを支援することはもとより、ジョブトレーナー自身の指導力向上による全庁的な人材育成の体制強化に取り組みます。
(3) 自主研修

自主研修とは、職員が自らの職務遂行能力の向上を図るため、個人学習、グループ学習などにより、自己啓発・自主学習する研修をいいます。人事課長は、自主研修の促進のために必要な支援を行うとともに、部局長、所属長とともに自主研修の促進に努めなければなりません。
人事課・部局・職場が適宜連携しながら職員個人の学習やグループ学習を支援するとともに、「大学院修学支援制度」により、働きながら高度な専門知識・技術を習得し、業務に還元する職員の学費等の全部を補助することで、職員の自発的なキャリア形成支援を後押しし、自律的な学びやスキル向上を応援していきます。
なお、センター研修実施を受託している民間事業者の提案の下、職員の自主学習を支援するため、自由参加の講座やeラーニングによるビジネススキルの向上を図るコンテンツ（ビジネスマナー、コミュニケーションスキル等のベーシックスキルや法務・コンプライアンス等）の提供など、事業者が得意とする分野・強みを活用し、創意工夫を凝らした取組を進めることにより、センター研修の補完、自主研修の促進等を効果的に図ります。また、令和７年度も引き続き、上記の講座、eラーニングについては、育児休業中の職員等の自主学習を支援します。
